





























































2. 先行研究の分析  
 











2.2. 先行研究の検討  
 本研究では、1960 年代からの多国籍企業に関する先行研究の中で、子会社にど





多く出された。それらは、Poynter and White(1985)、Bartlett and Ghoshal(1989)、
Jarillo and Martinez(1990)、Taggart(1998)などの議論である。ここでは、子会
社の類型を分類したが、子会社の進化について論じたわけではない。Doz, Santoz, 
and Williamson(2001) の 「 メ タ ナ シ ョ ナ ル 経 営 」、 Frost, Birkinshaw and 




 Birkinshaw and Hood (1998)は分析視点を子会社にあて、その進化を議論した。
子会社進化に関する研究については、その嚆矢となったと考えられる。  
 
2.3. 分析フレームワークの提示  
  
 Birkinshaw and Hood (1998)とそれ以降、本研究に関連性の深い既存研究であ





3. 事例分析  
 事例分析に関しては 6 つの事例を検討し分析する。  
 















3.2. ダイキンの中国子会社（群）の進化  













 今や、中国事業の販売は全社の販売の 20％近くを占めるまでになっている。  
 
3.3. 松下のマレーシア子会社（MELCOM）の進化  















3.4. X 社のチェコ子会社の進化  
X 社には、海外経営に関する歴史もリソースもなかったが、最大顧客の一つの
























3.6. 富士ゼロックスの進化  














4. ディスカッションと結論  
 
 本研究のフレームワークで 6 つの事例を分析することにより、学術的インプリ
ケーションは次の 2 点あることが明らかになった。  
 第 1 は、子会社の進化を議論するには、常に動態的に、親会社と子会社を同時
に、さらに、親会社・子会社の相互作用の関係を分析する必要があるということ







その進化が親会社主導の場合と子会社主導の場合の 2 種類あることが確認された。 

















主導になる場合が多いと思われる。とりあげた 6 つの事例のうち 3 つが親会社主
導であり、3 つが子会社主導の事例であった。おそらく、他の事例を分析すれば、
親会社と子会社がコンフリクトを起こした富士ゼロックスのような事例が存在し
ている可能性があり、その際にどのような解決方法を取ったのかを検討すること
もできよう。しかし、本稿では日本以外の事例を検討できていない。  
 第２は、事例の質と量についてである。本稿の事例においては、必要な部分に
おいて第一次資料を入手できていないものもある。主要なキーパースンへのイン
タビューができていないものもある。量については 6 例に留まっているために理
論を普遍化するには困難である。事例による研究については、より詳細な資料、
データ、事例数が必要だと思われる。さらに、事例による分析のみで、数量的な
9  
統計解析はできていないことも課題であろう。  
 第３は、長期間にわたる子会社進化における変容を検討できていないことがあ
る。例えば、長期間にわたり検討した場合、親会社主導での子会社進化であった
ものが、子会社主導になったり、あるいはその逆になっていることも考えられる。
その変容の原因を探ることは有意義であると考えるが、その検討はできていない。 
 第４は、親会社と子会社の一体感を主張したが、その一体感について、客観的
指標を示されていない。親会社に従属している子会社の場合は、自分の経営方針
があったにしても、親会社に押し切られてしまう場合もあるだろう。そうなれば
子会社の方に不満がたまり、それをいかに解消するかは経営課題になっていく可
能性が高い。双方に持ち続けた課題をいかに解決するかについては、検討できて
いない。  
第５は、子会社進化と経営成績との関連性である。今回の 6 例については、進
化後は全てより良い経営成績をあげるようになったが、おそらく進化したのに、
良い経営成績が上がっていない場合もあることは推測される。それらについて調
査・検討する余地はあると思われる。  
これらの課題が解決したとしても、本稿で議論したものはあくまでも海外子会
社の進化の事例が 6 例あるにすぎず、更なる検討が必要なのは言うまでもない。
これらは今後の課題である。  
